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研究成果の概要（和文）：　企業活動における広報・コミュニケーション活動の重要性は、近年広く認識されている。
本研究は、本邦企業の当該活動を主管する組織と人材に注目して広報機能への実証的な接近を試みた。2000年以降15年
間の広報人材の人事異動記録をDB化し分析、概略次の仮説的結論を得た。
　①広報責任者は同一企業に長く勤め、企業理念を深く理解し様々な職務を通してそれを実践した経験を持つ、②同一
企業での長い業務経験を通して社内に緊密な人的ネットワークを持つ、③社内の様々な部署に広報業務経験者が存在す
る。広報人材のＨＲＭは欧米企業と異なるが、これが企業の広報・コミュニケーション活動に何等か影響するのかが次
の課題である。

研究成果の概要（英文）：The importance of public relations in corporate activities has been widely 
recognized by Japanese companies in recent years. This research tried to reveal detailed working of 
communication function of Japanese companies by focusing on HRM and staffing of PR department. We have 
constructed personnel change database covering 15 years.
The conclusions based on our data analysis can be summarized to following three points. PR managers in 
Japanese companies (1) are working under the life-long engagement with one company. They have deep 
understandings of corporate mission and vision, and have extensive and successful experience of effort 
toward realization of those mission and vision, (2) have working experience at various sections within a 
company. They have extensive human network within a company, that is, they have well-established informal 
communication channel, and (3) when moving out of PR: There exist senior managers with working experience 
of PR in various section of the company.

研究分野： 国際広報論

キーワード： 広報人材　広報組織　戦略広報　戦略実行　組織コミュニケーション　広報効果
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１．研究開始当初の背景 
我が国企業は、近年新たな制約要因や考慮
すべき条件に直面し、現在一つの転換点を迎
えていると考えることが出来る。経営環境の
変化トレンドを概観すると、第一に、かつて
は内需産業と考えられていた事業分野の企
業まで海外展開を視野に入れるグローバル
化が進展している。そして第二に、企業は
様々な雇用契約のみならず多様な文化的言
語的背景を持つ人材が組織内に存在すると
いう事実を受け入れなければならず、この意
味において組織のオープン化が急速に進ん
でいる。加えて第三に、1990 年代から急速
に進展しているＩＴＣ化により、日々の業務
に関わる速度がかつてないほど高速化し、か
つコミュニケーションの態様が大きく変化
している。これらの３潮流は、企業組織にお
けるコミュニケーションの問題に深くかか
わる問題と言うことが出来る。そして、企業
において戦略実行のすべての側面にコミュ
ニケーションの問題が深く関わることが認
識され始めている。 
経営戦略や経営組織に関する研究は、数々
の挑戦的な研究が積み重ねられ、現在でも旺
盛な研究が国内外で展開されている。これま
での研究を振り返ると、様々な状況下で立案
すべき戦略の内容や組織の在り方が主たる
研究テーマとされてきた。しかし、これまで
の研究の焦点は、立案すべき戦略の内容であ
り、それを如何に実行し、戦略目標を達成す
るかについてはやや関心の外であったと言
わざるを得ない。極言すると、戦略実施プロ
セスは自動的で中下層の現場管理者のルー
チンの問題と捉えられていた。 
近年、企業戦略の実行に関わる研究に蓄積
がみられるようになり、戦略立案と同等にあ
るいはそれ以上に重要な経営課題としての
認識がなされている（例えば、Executing 
Your Strategy: How to Break It Down and 
Get It Down、 Morgan, Levitt & Malek、
2007）。また、この戦略実行プロセスをコミ
ュニケーションの問題と見做す研究アプロ
ーチも見られるようになっている（例えば、
戦略と実行―組織的コミュニケーションと
は何か、清水勝彦、2011）。さらに、企業内
での経営理念の浸透メカニズムに焦点を当
てた研究（経営理念の浸透－アイデンティテ
ィ・プロセスからの実証分析、高尾義明・王
英燕、2012）も進んでいる。一般に、企業組
織のコミュニケーション活動は大きく企業
を取り巻く環境との間のコミュニケーショ
ンと、組織内のコミュニケーションに大別さ
れるが（例えば、体系パブリック・リレーシ
ョンズ、カトリップ他、2008）、戦略実行プ
ロセスをコミュニケーション活動と見做す
視点は、組織を構成する人材の行動をコミュ
ニケーションという視点から考える視座を
示唆するものである。 
このような観点からコミュニケーション

機能を担う組織を広報部門と捉え、この部門

が我が国企業の中でどのように形成され発
展してきたのか、この機能を担う人材がどの
ような経験をもってその職務に就いたのか
を詳細に検討することが、今後の我が国企業
の広報・コミュニケーション活動と戦略行動
を検討する一つの基盤になる。 
 
凡そ組織は人によって構成されていること
から、コミュニケーション活動は企業活動そ
のものと考えることが出来るが、ここで広
報・コミュニケーション活動として注目する
のは企業を巡る様々なステークホルダーと
のコミュニケーションであり、なかでもマー
ケティングや営業活動、研究開発における技
術的なコミュニケーションといった特定機
能に関わるコミュニケーションではなく、行
動指針やコーポレートレピュテーションに
関わる全社的なコミュニケーションである。
このようなコミュニケーション機能を主管
する組織を広報組織とし、その活動を担う人
材を広報人材と捉えている。 
 
２．研究の目的 
本研究は、わが国企業における広報・コミ
ュニケーション機能について、それを主管す
る組織と人材に注目して、上記の問題意識に
基づいた実証的な接近を試みるものである。 
本研究は、長期にわたる広報人材・組織に
関するデータベースを構築することで、長期
にわたる我が国企業の広報関連人材と組織
の状況を把握することを目的とした。 
具体的には、いくつかの情報源から上場企
業の広報部門長と広報担当役員に関する詳
細情報を抽出整理し、データベース化する。
人材と組織に着目することで広報・コミュニ
ケーションを担う部署がどのように生まれ、
それがどのように発展してきたのかを明ら
かにすることが出来る。さらに、その部署の
責任を担う部門長と担当役員の状況の推移
から企業における広報機能の位置付けに関
する推論を行うことが可能になる。このよう
な検討から、その変化の背景として企業を巡
る環境変化対応を環境への適応プロセスと
して考察することが出来る。 
本研究で明らかにしようとする研究課題は
次のとおりである。 
①わが国の企業において広報業務はどのよ
うに認知されてきたか：業務の重要性の認識
は、専任の担当者、担当部署を置くかどうか
の判断に表れる。部レベルの組織の設置に業
務単位としての独立を見ることが出来るの
であれば、組織の変遷を把握することで広
報・コミュニケーション機能を組織としてど
のように認知したのかを把握できる。 
②広報部門の責任者はどのような人材であ
ったのか：常に希少な資源である人材を広報
業務にあてるという決断にも、組織としての
重要性の認識が表れる。さらに、その職務に
就く人材の履歴を把握することで広報・コミ
ュニケーション業務の組織内での位置付け



を把握することが出来る。 
 
３．研究の方法 
 長期時系列を整備、広報人材・組織 DB を
構築する。 
Data 1：ダイヤモンド社「会社職員録」 
1960 年以降、10 年刻みで 2010 年まで 
Data 2：日経産業新聞会社人事・機構改革
欄 2000 年 1月 1日～2014 年 12 月 31 日 
 
データ抽出作業 
Data 1 および Data 2 からの抽出データ：

広報・コミュニケーション関連（キーワー
ド：広報、ＰＲ、コーポレートコミュニケー
ション、ＩＲ、ＣＳＲ、お客さま相談、渉外、
ブランドコミュニケーション、マーケティン
グコミュニケーションおよびこれらに関
連・類似の部署名）の肩書を持つサンプルを
幅広く抽出した。 
本研究では、渉外関連、ブランド、マーケ

ティング関連を除外し、広報業務を比較的狭
く見て分析対象としている。 
 

 

 
 
４．研究成果 
 
(1) データに基づく観察結果 
 本研究の基本的スタンスとして、企業組織
の外部から観察可能な事象にのみ注目して
分析を進めることとした。本研究を通して構
築したデータベースは、いずれも公開された
データソースに基づいており、組織内の情報
源に依存していない。 
 
①Data 1：長期系列 広報組織の生成発展 
外部から目に見える企業内組織として広

報部署が普及拡散を始めるのは 1970 年代に
入ってからである。それまでに広報活動が存
在しなかったということではなく、例えば総
務部の中に広報課あるいは広報係が置かれ
ていたが、これらは必ずしも外部から観察可
能ではないために、本研究では部レベルの部
署の設置をもって広報機能の存在を確認す
ることとした。 
1960 年代後半は上記の形態で、総務部の一

部として広報機能は存在していたが、サブユ
ニット（部の下位に位置づけられる課、室）
は 1990 年を境に減少していく。 
部レベルの広報部署は 1980 年代に急増し

た。多くの企業で広報機能の重要性が認識さ
れたのが 1980 年代と言える。そして、1990
年代に部署名は多様化し、IR が出現する。 
さらに、2000年代にCSRが急増するが、1980

年時点でも社会貢献部署としての存在が確
認できる。 
「お客様相談室」も 2000 年代に拡大した

が、これも 1980 年から存在を確認できる。 
広報機能に関する企業の認識が名称に表

れているとすると、狭義の広報から IR を含
み、次いで CSR を含むものへと機能が拡大し
てきたと言える。 
外部から観察可能な組織として広報がヴ

ィジブルになったのは上記のとおり 1980 年
代で、1970 年代後半から広報・コミュニケー
ション活動の重要性の認識が広まったこと
が確認できる。このような組織の変遷は、そ
の時々の経営環境の変化が背景にあると考
えられ、ここでの観察結果は「日本の広報・
PR 100 年」といった通史の記述を定量的に確
認するものである。 
 
②Data 1：長期系列 広報人材のプロフィー
ル 
広報人材の過半は新卒で入社し、社歴を重

ねて広報部長あるいは広報担当役員の職に
就いている。そして、平均で 20 数年の社歴
の中で経験を積んできたことから、社内に人
的なネットワークを構築してきた人たちで
ある。 
調査時年齢では担当役員が部長を概ね5歳

上回っており、年齢序列的な傾向を見ること
が出来る。 
部長ないし担当役員への就任は、短期的目

標も含め企業のゴールやミッションの実現
に貢献してきた実績を有することを意味し
ている。 
以上の観察から、広報部門も本邦企業の人

的資源管理戦略の基本である、新卒一括採用
～社内でのキャリア形成という慣行の中に
あることを確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



上記の点は分散分析の結果からも確認で
きる。すなわち、調査時年齢、勤続年数では
広報担当役員と広報部門長には統計的に有
意な差が認められるのに対して、入社時年齢
では有意な差が認められていない。 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
③ Data 2：人事異動データ 広報人材のキ
ャリアパス 
Data2 から、広報関連部署への在任期間を

確認できる341名の担当役員と部長について、
在任期間を確認すると、平均で 2.28 年(2 年
3 か月強)であった。広報部門長が 2.58 年に
対して、広報担当役員 1.78 年と、広報部門
長の在任期間が長い傾向がある。 
広報関連ポストの在任期間を見ると1年以

上 3年未満が 50％を超えており、概ね 2年程
度で異動が行われている。一方、10 年以上広
報関連部署の責任者を継続して務める人材
も存在することが確認できる。極めて少数だ
が、広報に特化したキャリアを築いている人
材も存在する。他方、1 年未満で異動するケ
ースも多く、担当役員では最短 1か月で担当
業務を変わっているケースが確認できる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
広報部門における役職の前後の役職が確

認できる335人についてキャリアパスを見る
と、幅広い異動の状況が確認できる。 
担当役員 105 名では、前職は事業部門が 33

名、本社機構が 63 名である。広報担当後の
次職では事業部門 34 名、本社機構 53 名であ
る。前職が広報コミュニケーション系は8名、
次職で引き続き広報コミュニケーション系
の職務のケースは 6名であり、担当分野の固
定化は無いと言える。この点は前職が事業部
門の 28名や本社機構管理系の 32名のケース
を見ると確認できる。 
広報部門長についてもキャリアの固定化

の様相は顕著には見られず、事業部門から広
報関連部署の部長に就任した113名について
も、65 名は広報関連の業務の後、事業部門に
帰っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) “日本型”広報モデルは存在するか 
内部労働市場に依存する本邦企業の人的

資源管理の枠組みの下で、広報組織も構成さ
れていることが以上の観察から確認できた。 
広報担当役員あるいは広報部門長は、広報

専門職あるいは広報人材として採用された
（る）わけではない。彼らは長く一つの企業
で多様な職務経験を通じてキャリアを形成
しており、広報業務はキャリアの一つのステ
ップにすぎない。そして、トップマネジメン
ト層の一員となるケースも多く観察される
が、必ずしも広報の専門家という位置付けで
はない。 
 以上の広報人材に関する観察結果を整理
すると、次の 6点にまとめられよう。これら
は本邦企業における広報マネジャー（以下、
広報担当役員と広報部門長をあわせて広報
マネジャーと呼ぶ）の特徴と見做しうるもの
である。 
 
①“終身雇用”による就業形態：大多数の広
報マネジャーは最終学歴修了直後に入社し、
同一の企業で勤務する。 
②長く同一の企業に勤めることで、企業内で
のキャリア形成を行う。 
③広報マネジャーは広報関連の職務に就く
前に社内の様々な部署での広範な経験を有
している。 
④広報マネジャーのポストは彼らのキャリ
アパスの一ステップにすぎない。 
⑤広報マネジャーの平均在任期間は2.3年で
ある。 



⑥広報関連部署からの異動では、広報マネジ
ャーの多くは事業部門に戻っており、昇格を
伴っている。 
 
 これらの観察結果からの一つの仮説的結
論は、本邦企業の広報マネジャーのキャリア
観は広報というプロフェッションに閉じて
いるわけではないという点である。広報関連
の業務に就くことは長いキャリアの一つの
ステップであり、トップマネジメントの一員
に続くキャリアの一環とされている。この点
は欧米の広報実務家のキャリア観とは大き
く異なる点と考えられる。そして、このこと
が“日本型”広報モデルの可能性を考えるベ
ースとなる。 
 改めて HRM の観点から広報機能を見ると、
次の 3点の特徴を捉えることが出来る。 
 
①広報責任者はその企業に長く勤め、企業理
念を深く理解し、様々な職務を通してそれを
実践した経験を豊富に持つ。 
②長い業務経験を通して社内に緊密な人的
ネットワークを持つ。 
③幹部人材のキャリアにとって、多様な業務
経験の中で広報部門は一つのステップに過
ぎない。⇒社内の様々な部署に広報業務の経
験者が存在する。 
 
そして、これら特性を十分に活かすことが
“日本型”広報モデルということになるので
はないかという仮説を引き出すことが出来
る。 
 
(3) 二つのプロフェッショナリズム 
 欧米の、特に米国の広報職は職業として社
会的に認知されている。毎年刊行される労働
省監修の Occupational Outlook Handbook 
では、広報関連の職業が2種類示されており、
多くの大学で専門教育が行われていること
から、それは明らかである。それに対して、
本邦企業の広報担当者、特に広報マネジャー
は専門的訓練を受け、その専門性の範囲内で
自らのキャリアを考えている人たちではな
い。その意味では専門家、あるいはプロフェ
ッショナルとは見做すことは出来ないであ
ろう。しかし、彼らが依って立つプロフェッ
ショナリズムというものを考えてみると、企
業人としてのある種のプロフェッショナリ
ズムがあるのではないだろうか。それが本邦
企業の広報・コミュニケーション活動にどの
ように影響しているのか、が次の研究課題で
ある。 
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